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今年度より、国際会計基準、IFRSを適⽤しております。⽐較対象となる15年度の
数字もIFRSベースの数字に組み替えております。
なお、資料中に「事業セグメント利益」という科⽬がございますが、これは、⽇本基準
における営業利益に近い概念の利益指標であり、営業利益と合わせて、損益管理
の指標として開⽰してまいります。
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16年度第2四半期累計実績の概要です。

売上収益は、円ベースではマイナス9％、約300億円の減収となる、3,103億円
となりました。ただし、円⾼による影響が約マイナス400億円ありましたので、実質では
2.5％の増収でした。

事業セグメント利益は、28％、 76億円の増益となる347億円となりました。
P＆H事業やマシナリー事業が減益となったものの、今年度より「収益⼒強化事業」と
して位置付けたP&S事業が前年⽐約2倍と⼤幅な増益となりました。

以下、営業利益、純利益とも、増益となりました。

セグメントごとの数字の⼀覧は、4ページにまとめております。
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第2四半期累計期間の事業セグメント利益の増減要因です。

前年同期に⽐べ、76億円の増益となっております。

まず売上増減の53億円の内訳ですが、
P&S事業で ＋130億
P&H事業で ▲15億
マシナリー事業で ▲40億
N&C事業で ▲20億 となっております。

次にコストダウンのマイナス22億ですが、⼤半がP&S事業に関するものです。

為替影響のマイナス77億は、8割がP&S、P&Hとマシナリーが1割ずつのイメージです。
通貨毎には、ユーロが約15円円⾼になったことにより、約60億円、 ⽶ドルはほぼ影響なし、
ポンド、RMBなどの通貨で計15億円程度のイメージとなります。

販管費増減の48億は、半分がP&S、残りがN&C、マシナリーのイメージです

研究開発費は、全社では18億の減少ですが、「収益⼒強化事業」であるP&S事業は20億円程度、N&C事業も５
億程度減少しています。逆に、「成⻑領域事業」であるマシナリー事業などで増加しており、
全社では18億の減少となります。

ドミノはドミノ事業に関する増減です。
17億は、昨年あったドミノの株式取得費⽤がなくなった影響となります。
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通信プリンティング機器は、現地通貨ベースでは+3.4 %の増収です。
内訳は、ハードがプラス５％、消耗品プラス２％となっています。

コメントにもありますように、⽶国・中国を中⼼に、グローバルで販売が堅調に推移しました。

なお、モノクロ・カラーとも、レーザープリンター・複合機は数量ベースで前年同期を上回っています。

インクジェット複合機については、数量は前年を下回りましたが、ハイタンクモデルや、⼤容量カートリッジ
モデルへのシフトにより、ミックスは改善しております。

電⼦⽂具も変わらず堅調が続いております。

事業セグメント利益は前年に⽐べ、ほぼ2倍となっております。

P&S事業は売上は3％強しか伸びていませんが、
収益⼒強化に向けた、固定費の削減・販促費⽤の効率化・開発費⽤の削減などの効果が表れて
きていることに加え、
インクジェット複合機のハイタンクモデルの増加により、新興国での採算性か改善していること
などが、増益の要因となっております。
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つぎに、P&H事業です。
現地通貨ベースで、マイナス3.7％の減収となっております。

⻄欧は好調が続いておりますが、
事業の成⻑を牽引してきた⽶州がマイナスとなりました。

⽶州ですが、需要そのものについては特に変わってはおりませんが、
今期は主⼒である中⾼級機に、⽬ぼしい新製品の投⼊が無かったことが影響し、減収となっております。

利益は８割減と、⼤幅減益になりました。
売上が⼤きく下がっていない中で⼤幅減益となっているわけですが、

まずは円⾼の影響が、７〜８億円の減益要因となっています。
それから、⼀番⼤きく影響しているのが、ミックスの悪化です。

昨年は１万ドル以上する⾼級ミシンが好調だったことに⽐べると、今期は⾼級機がややスローになっていま
す。

ということで、⽶州における⾼級機の数量減が、損益の悪化に⼤きく影響しています。
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つぎに、マシナリー事業です。
今期より、旧M&S事業と⼯業⽤部品事業を統合し、マシナリー事業として開⽰しております。

売上ですが、現地通貨ベースで、マイナス18.9％の減収となっております。

まず⼯業⽤ミシンですが、マイナス3.8％と、わずかに減収となりました。
主に中国の需要縮⼩が影響しております。
なお、アジア地域は、中国に変わるアパレルの⽣産拠点として成⻑が続いておりますが、
景気の影響もあり、上期はやや計画未達となっております。

次に、産業機器です。
マイナス30％を超える減収です。
昨年のIT向けの特需がなくなったことが影響しています。
注⼒している安定向けは、堅調に拡⼤していりますが、ITの落ち込みを吸収するほどではありませんでした。

⼯業⽤部品は、売上は堅調に進んでおります。

利益⾯ですが、
こちらは産業機器の減益による部分が⼤半です。



9

つぎに、ネットワーク・アンド・コンテンツ事業です。
約マイナス10％の減収となっております。

昨年は通信・カラオケ機器の新モデルの投⼊がありましたが、今期はその効果が⼀巡しており、
減収となっています。
なお、店舗事業は、不採算店の整理、駅前⼀等地への出店などのテコ⼊れの効果もあり、
堅調に推移しております。

利益⾯ですが、事業セグメント利益は、経費削減や店舗事業のテコ⼊れの効果により、増益となっておりま
す。

また、中機戦略の⽅針に基づき、⼦会社のエクシングにおいて、構造改⾰を実施しました。
営業利益が０となっているのは、構造改⾰の⼀時費⽤の計上によるものです。

今回の構造改⾰により、年間では10億強の固定費の削減が可能だと考えております。
中計の⽬標にある、18年度に営業利益率５％をめざし、引き続き収益⼒強化を進めてまいります。
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つぎに、ドミノ事業です。

連結開始が昨年のQ2からでございましたので、
第2四半期３ヶ⽉の⽐較となっております。

まず売上ですが、ポンド安の影響により、マイナス14％の減収となっております。
実質的な現地通貨ベースでは、ほぼフラットとなっております。
消耗品などのアフターは5％を超える増収となったものの、新興国において、景気減速懸念で
ハードの投資が抑制されて影響が出たと考えております。

損益については、昨年に⽐べ減益となっております。
但し、これはほぼ計画線の⽔準です。
2020年までの5ヶ年計画に沿って、積極的な投資を⾏っており、昨年に⽐べ開発費や販管費が
増えております。また、ポンド安の影響も数億円影響しております。

なお、⼀部の投資家の⽅から、Brexitの影響をご質問頂いておりますので、コメントを
記載させて頂きました。
ドミノは英国企業で、英国に主⼒⼯場があるわけですが、売上に占める英国⽐率は全体の8%程度と⾮常
に限られております。コスト⾯で⾒れば、現在のポンドは追い⾵とも考えることが出来ます。
ということもあり、Brexitによる業績への影響はほとんどないと考えております。

また、⼀部のドミノの製品のブラザーの中国⼯場での⽣産が既に始まっております。
開発⾯だけでなく、製造⾯での連携も動き出しております。
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今上期の主なトピックスをまとめております。

プリンティング事業では、⽶国や⽇本でも、⼤容量カートリッジタイプのインクジェット複合機を投⼊いたしまし
た。⽶国では、「インクベストメント」というキャッチコピーで⼒をいれて取り組んでおり、デジタルメディアの活⽤な
ど、今までとは違った展開で進めております。

主⼒のモノクロレーザー機も、グローバルで⾼速・⾼耐久モデルのモデルチェンジがほぼ完了いたしました。特に
筐体が⽩⾊の製品は、従来機に⽐べ耐久性が２倍となり、SMB向けの拡販の中⼼となる製品だと期待し
ております。

マシナリー事業では、刈⾕⼯場の新棟が稼働を開始しております。
残念ながらIT需要の減少により、稼働率は⾼くありませんが、部品の内製化⽐率の向上、
外部倉庫の削減、定置での⽣産スペースの拡⼤など、今後の事業拡⼤のために必要なインフラとして
の役割を担っていくことになります。

産業⽤印刷準事業では、第１弾の製品として、レーザーマーカーを投⼊しております。
部品のトレーサビリティの強化などのニーズを捉え、産業⽤領域の拡⼤につなげていきます
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次に、業績予想の修正についてです。

売上収益は残念ながら100億円の下⽅修正となりますが、利益は上⽅修正をしております。

まず売上収益ですが、各事業・各地域の状況を反映し、全ての事業で前回⾒通しを引き下げております。

利益⾯ですが、事業セグメント利益は、全社で50億円の上⽅修正となります。
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事業セグメント利益をご覧ください。

まず、P&S事業は、前回予想の345億円から420億円へ、75億円の引き上げとなります。
P&S事業は売上⾒通しをわずかに引き下げましたが、収益⼒強化に向けたここまでの取り組みの効果を反
映し、利益については⾒通しを引き上げております。

P&H事業、マシナリーはそれぞれ10億程度引き下げています。
P&H事業は、実績の部分でもお話しした通り、主に⽶国において、今期はハイエンドモデルの売上が
想定を下回っており、ミックスが悪くなっている影響などを織り込みました。

マシナリーは、⼯業⽤ミシンと⼯業⽤部品の売上⾒通しの引き下げによる影響となります。
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<通信・プリンティング機器の本体・消耗品別の対前年売上伸び率（為替を除く）の内訳>

Q1 Q2 上期 通期

本体 +13% ▲2％ +5% +4%

消耗品 ▲4％ +9% +2% 0%

<通信・プリンティング機器の印字カテゴリー別の対前年売上伸び率（為替を除く）の内訳>

Q1 Q2 上期 通期

インクジェット ⼀桁前半％
の増加

5％強の
増加

⼀桁前半％
の増加

⼀桁前半％
の減少

レーザー ⼀桁前半％の増
加

5%弱の
増加

⼀桁前半％の増
加

⼀桁前半％の
増加

サーマル他 20％強
の減少

20％強
の減少

20％強
の減少

30％弱
の減少

<通信・プリンティング機器の売上収益に占める消耗品⽐率>

Q1 Q2 上期 通期

消耗品⽐率 59% 61％ 60% 60%
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